保福第１の２０号様式(第3条の2第2項､第5条第1項)
事業予算書
　事業（事務）名　令和４年度介護従事者確保総合推進事業（介護技能習得支援事業）
収入の部
	科目
	金額
	備考

	款
	項
	目
	節
	
	

	補助金
	300,000円
	北海道

	自己負担金
	150,000円
	

	合　　　計
	450,000円
	


支出の部
	科目
	金額
	備考

	款
	項
	目
	節
	
	

	受講料減免分
	450,000円
	受講料90,000円×1/2×10人

	
	
	

	合　　　計
	450,000円
	


　上記のとおり議決されていることを証明します。
　　　令和４年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　○○市（町村）長（氏　　　名）印
注　１　この様式には、当該補助事業等に係る予算のみを記載すること。
　　２　当該補助事業等に係る予算が議決されていない場合は、この様式中「上記のとおり議決されていることを証明します。」を「上記のとおり予算案を提出することを確約します。」に改めて使用すること。
　　３　補助事業者等が市町村である場合は、「収入の部」には当該補助事業等に係る特定財源（道費補助金、国庫支出金、地方債等）のみを記載し、備考欄に予算の区分（一般会計又は特別会計）を記載すること。
　　４　「科目」欄の区分は、標準を示したものであるので補助事業等における通常の予算区分がこれと異なるときは、その区分に従い記載して差し支えない。
  　５　市町村以外の者がこの様式を使用する場合は、この様式中「○○市　　　（町村）長（氏名）印」を訂正して使用すること。
 　 ６　「備考」欄には、必要に応じ、算出基礎その他必要な事項を記載すること。
【例】


受講料90,000円、補助対象人数10人


協議額：450,000円、内示額300,000円の場合








